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Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社
リスク リスク 危機事象 リスク リスク
リスクマネジ
メント リスク管理 危機管理 危機管理
リスクマネジ
メント
クライシス 危機 危機 緊急事態 危機
クライシスマ
ネジメント 危機管理 緊急時対応 ○○事態対応 危機管理
表１　リスクに関連する訳語の相違
行政の領域では、2004年に武力攻撃事態等における国民の保護のための措
置に関する法律（国民保護法） 
（43）
が制定されたことも、リスクマネジメントと危
機管理との混同を誘発する一因になっている。
国民保護法は、「武力攻撃事態等において武力攻撃から国民の生命、身体及
び財産を保護し、並びに武力攻撃の国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小
となるようにすることの重要性にかんがみ、これらの事項に関し、国、地方公
共団体等の責務、国民の協力、住民の避難に関する措置、避難住民等の救援に
関する措置、武力攻撃災害への対処に関する措置その他の必要な事項を定める
ことにより、武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の
安全の確保に関する法律（平成十五年法律第七十九号。以下「事態対処法」と
いう。）と相まって、国全体として万全の態勢を整備し、もって武力攻撃事態
等における国民の保護のための措置を的確かつ迅速に実施すること」を目的と
している（１条）。
この目的の達成のため、国は「国民の安全を確保するため、武力攻撃事態等
に備えて、あらかじめ、国民の保護のための措置の実施に関する基本的な方針
を定めるとともに、武力攻撃事態等においては、その組織及び機能のすべてを
挙げて自ら国民の保護のための措置を的確かつ迅速に実施し、又は地方公共団
（43）平成16年法律第112号。
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体及び指定公共機関が実施する国民の保護のための措置を的確かつ迅速に支援
し、並びに国民の保護のための措置に関し国費による適切な措置を講ずること
等により、国全体として万全の態勢を整備する責務を有」するいっぽう（３条
１項）、地方自治体は「国があらかじめ定める国民の保護のための措置の実施
に関する基本的な方針に基づき、武力攻撃事態等においては、自ら国民の保護
のための措置を的確かつ迅速に実施し、及び当該地方公共団体の区域において
関係機関が実施する国民の保護のための措置を総合的に推進する責務を有」す
るものとされている（３条２項）。
内閣には既に1998年から内閣官房副長官に準ずる特別職の国家公務員とし
て危機管理監が置かれているが、自治体においては国民保護法の制定をきっか
けとして「危機管理監」またはそれに類似の職を設置したところも多い。
しかしここでいう「危機」とは、リスク全般をさすのか、ハザードをさすの
か、それとも重大リスクであるクライシスに限定されるのかが、かならずしも
明確ではない。リスク全般をさすとすれば、危機管理監はリスクマネジメント
全般についての責任を有することになり、収益の源泉としてのリスクの管理と
リターンの増大までも所掌することになる。いっぽう、クライシスに限定する
のであれば、危機管理監の責任は災害や大規模な事故・事件により国民・住民
の生命、身体、財産に重大な被害が生じるような緊急事態が発生した場合の総
合的な対処、災害対策、災害救助、国民保護などに限定されることになる。
リスクマネジメントを実施する際にそれに参加する人がある言葉について異
なる概念を持っていては、統一の取れた行動を取ることはできないから、民間
企業などの場合は規程その他で用語の定義を行い、当該の企業に参加する人が
かならずその定義を参照して概念を共有するようにすればよい。しかし、行政
の領域では、用語の全国的な統一が必要とされよう。地方自治、地方分権の観
点とのかねあいからみても、これらの用語について自治体が独自の理解に基づ
き独自の訳語を当て、結果的に各自治体で同じ概念について異なる用語を用い
たり同じ用語に異なる概念を含意したりすることが、各自治体の自主的なリス
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クマネジメントの取組の発展を促進することになるとは到底思われない。
５．おわりに
本稿では、日本におけるリスクマネジメントと法制度に関する現状を俯瞰し
てきたが、リスク社会に対応する法制度を構築する上での課題はまだまだ残っ
ている。
特に大きな変化は、2006年に成立した会社法 
（44）
および金融商品取引法で、企業
の内部統制が求められるようになった点である。また、高度情報化社会におい
ては情報通信技術（ICT）が社会基盤として重要な位置を占めるようになり、
情報セキュリティの確保が強く求められているが、各種の法律が整備されてき
たにもかかわらず 
（45）
、個人情報の漏洩、不正アクセスなどの事例が相次いでおり、
法制度による対応の限界も指摘されている 
（46）
。このため、情報セキュリティに関
するマネジメントシステムを組織内に導入することの重要性が増加しており、
JISQ27001:2006として情報セキュリティマネジメントシステムが日本工業規
格化されている 
（47）
。しかし、情報セキュリティの監査については、保証型監査と
助言型監査のいずれを取るべきか、監査人の法的責任などの未解決の課題が多
い 
（48）
。
さらに、リスクマネジメント（危機管理）について第三者評価機関の評価を
受けることが法的に義務づけられたり、推奨されたりする事例が増えている
が、第三者機関自体の運営・評価の適正性を認証・評価する機関が存在しな
（44）平成17年法律第86号。
（45）情報化社会に対応する法制度の整備の状況については、大山英久「電子情報と法」レ
ファレンス平成20年１月号（2008年）６頁以下参照。
（46）岡村久道『情報セキュリティの法律』（商事法務、2007年）252頁。
（47）JISQ27001「情報技術－セキュリティ技術－情報セキュリティマネジメントシステム
－要求事項」。
（48）石井夏生利「情報セキュリティ監査人の責任」九州国際大学法学論集14巻３号（2008年）
264頁以下参照。
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い場合が多いこと、認証と法的な許認可との相違についてかならずしも国民一
般の理解が得られていないこと、第三者機関の認証評価を受けることを義務づ
けたにもかかわらず第三者認証機関が存在しないために認証評価を受けられな
かった事例が発生する 
（49）
など、第三者評価という制度自体の有効性に疑念を抱か
せるような事態が続出している。
これらの問題に関しては、あらためて別稿で検討することにしたい。
※本稿は、平成20年度科学研究費補助金基盤研究（C）「情報化社会におけ
る公序の形成・維持と法制度」（課題番号20604009）の研究成果の一部である。
（49）専門職大学院は５年に１度、文部科学大臣が認証した第三者機関による評価を受け
ることが義務づけられているが、2008年度が期限になっているにもかかわらず、公共政策、
医療経営などの専門職大学院を評価する第三者機関が存在しないために10校が評価を受け
ることができなくなり、自己評価の内容を外部に検証させることで足りるという代替措置
がとられることになった。
